様式２－２号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
確　認　書

　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印

第31回全国女性消防団員活性化北海道大会募集・運営等業務に係る委託事業の参加表明に当たり、実施要領の記載内容を承諾し、下記の応募資格について、すべて確認しました。
記
(1) 地方自治法施行令（昭和22 年政令第16 号）第167 条の４に規定する者に該当しない者であること。
(2) 道又は道内の地方公共団体が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。 

(3) 北海道内に本社、支社又は営業所等を有し、迅速かつ具体的な連絡調整を行うことが可能な法人であること。
(4) 本プロポーザルに参加しようとする者又はその本社若しくはその支社等が過去5年以内に、本業務と同程度の業務（3,000人程度が参加する全国大会等の運営業務）を実施した実績があること。(5) 暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていないこと。 

(5)暴力団関係事業者等でないこと。 

(6)暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていないこと。
(7) 次に掲げる税を滞納している者でないこと。 

  ア 道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。） 

  イ 本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。） 

  ウ 消費税及び地方消費税 

(8) 次に掲げる届出義務を履行していない者でないこと（当該届出の義務がない場合を除く。）。 

ア 健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出 

イ 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出 

ウ 雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出 

(9) 破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てをしていない、又は申立てがなされていない者であること。また、破産手続中の者でないこと。
(10) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続開始の申立てをしていない、又は申立てがなされていない者であること。また、更正手続中の者でないこと。
(11) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをしていない、又は申立てがなされていない者であること。また、再生手続中の者でないこと。
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